
執行額 - - 60

計 - - 62 -

繰越し等

26年度要求

予算
の状
況

当初予算 - - 62 -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

世界に開かれた復興に資するべく、日本再生に関する外国の理解を増進するため、主要外交行事の機会を活用して、当該行事の参加者、プレス、現地
の要人等に対し、被災地をはじめとする日本の魅力や、日本ブランドをPRするためのセミナー、展示、イベント等を実施する。具体的には、次の２件を実
施。
第一に、２０１２年６月の国連持続可能な開発会議（リオ＋20）において、東北３県の知事からのメッセージや復興写真の展示、復興映像の上映を行うと
ともに、セミナーとジャパンイブニングを実施。第二に、２０１３年１月にジャカルタにて、日本とＡＳＥＡＮ（東南アジア諸国連合）の共催により、「日・ＡＳＥＡ
Ｎ友好協力40周年キックオフ・レセプション」が開催された機会を捉えイベント及び展示会を実施。

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

22年度 23年度 24年度 25年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条
外務省組織令第３条及び第２４条

関係する計画、
通知等

「東日本大震災からの復興の基本方針」大震災の教訓を踏まえた国づくり（P23、５（４）③（ｉ））

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

主要外交行事の際に日本ブランドの総合発信を行うことで、 世界に開かれた復興に資すること、日本再生に関する外国の理解を増進することを目的と
する　。

事業開始・
終了(予定）年度

平成２４年度 担当課室 広報文化外交戦略課 課長　米谷　光司

会計区分 東日本大震災復興特別会計 政策・施策名 Ⅲ-1-2　海外広報の実施

事業番号 68

　　　　　　　　　　　　平成２５年行政事業レビューシート （外務省）
事業名 主要外交行事の際の日本ブランド総合発信事業 担当部局庁 外務報道官・広報文化組織 作成責任者

計

平
成
2
5
・
2
6
年
度
予
算
内
訳

費　目 25年度当初予算 26年度要求 主な増減理由

平成２４年度限りの事業

―

(                   )(       ２件       ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　３０百万円／件 算出根拠 執行額６０百万円÷実施件数２件

【活動指標】事業実施数（２４年度末までに2件の実施）
【活動実績】２件実施

活動実績

（当初見
込み）

- - ２件

200%

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 22年度 23年度 24年度 25年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

24年度
目標値

（　 年度）

【成果目標】開かれた復興、日本再生に関する外国の
理解増進

【成果実績】訴求人数（参加訪問者数）

成果実績 人 - - ２７,２５０人

達成度

成果指標 単位 22年度 23年度

％

執行率（％） - - 97.0



点
検
結
果

特に東日本大震災後，海外における風評被害対策及び日本ブランドの復活・強化が重要政策課題とされる中，主要外交行事の際に，要人を含む同行
事参加者，メディア，現地の市民に被災地をはじめとする日本の魅力や，日本ブランドをPRするものであり，国益や国民のニーズに叶う優先度の高い
事業であったと考えられる。

類似事業名 所管府省・部局名

主要外交行事の機会を活用して実施するため、他事業
との横断的な比較においても重複はない。活動実績は
予定どおり。施設については、１件目は、既存の施設を
利用し、２件目はホテルを利用。２件目の際に立ち上げ
たSNS(フェイスブック）については、事業終了後も引き
続き東北の魅力を発信する目的で継続利用中。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

重
複
排
除

類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

ー

事業番号

ー

事
業
の
有
効
性

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

業者の選定は企画競争により適正な競争が確保されて
いる。また、航空賃の調達においては、見積合わせ等
により可能な限り廉価な調達を図る等しコストの削減に
努め、既存の復興ＰＲのための映像、写真、資料を活用
する等し、費用対効果の高いものとなるよう留意した。

受益者との負担関係は妥当であるか。 －

単位当たりコストの水準は妥当か。 ○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ー

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

国
費
投
入
の

必
要
性

広く国民のニーズがあるか。国費を投入しなければ事業目的が達成できないのか。 ○
本件事業は、特に震災以降、海外における日本ブランド
の復活・強化が重要政策課題とされる中、高いニーズ
があった。主要外交行事の機会を活用した事業であり、
かつ地方自治体や民間等とも連携して実施することか
ら、外務省が然るべくとりまとめる形で本件事業を実施
する必要があった。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

明確な政策目的（成果目標）の達成手段として位置付けられ、優先度の高い事業と
なっているか。

○

事業所管部局による点検

項　　目 評　価 評価に関する説明

新24-6平成22年 - 平成23年 新24-4 平成24年

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見



個別事業名： 主要外交行事の際の日本ブランド総合発信事業

※平成24年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

 

 

 

 

日本ブランド総合発信事業 

の全体調整 

 

 

 

 

 

【企画競争】   【競争性のない   【競争性のない    【競争性のない      【競争性のない   

          随意契約】     随意契約】      随意契約】      随意契約】 

 

 

 

 

                                                     

 

 

 

 

                       

 

外務省 

６０百万円 

A.（株）電通 
４５百万円 

B.政策広報

専 門 員 ( ４
名)５百万円 

C. 本省職員

（５名） 
３百万円 

D.有識者・県

庁職員・文化

人（１６名） 
７百万円 

セミナー、

イベント出

演 

事業の調

整、事務の

補助 

行 事 の 企

画・運営 

旅費等 

E．通訳者（４

名） 
０．２百万円 

通 訳 謝

金 

て補足する）
（単位：百万

円）



個別事業名： 主要外交行事の際の日本ブランド総合発信事業

C.本省職員Ａ G.

計 3 計 0

謝金 政策広報専門員Ａへの謝金 3

B.政策広報専門員Ａ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 43.4 計 0

リオ＋２０ 消費税、地方消費税 0.4

日ASEAN 消費税、地方消費税 1

リオ＋２０ 一般管理費 1

日ASEAN 一般管理費 2

リオ＋２０ 会場費、渡航関係費 4

日ASEAN
プロデュース費、イベント、展示会場、展示
物等制作費

17

使　途
金　額

(百万円）

リオ＋２０ セミナー、ジャパンイブニング、ブース展示 18

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（株）電通 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 2.04 計 0

謝金 有識者Aへの講演謝金 0.04

旅費 有識者Aのリオへの出張旅費 2

D.有識者Ａ H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

旅費 本省職員Ａの旅費（リオ） 2

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名： 主要外交行事の際の日本ブランド総合発信事業

支出先上位１０者リスト
A.

B.

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 政策広報専門員Ａ 日本ブランド総合発信事業の全体調整 3 随意契約 －

2 政策広報専門員Ｂ 日本ブランド総合発信事業の全体調整 2 随意契約 －

3 政策広報専門員Ｃ 日本ブランド総合発信事業の全体調整 0.1 随意契約 －

4 政策広報専門員Ｄ 日本ブランド総合発信事業の全体調整 0.1 随意契約 －

6

5

7

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 （株）電通 事業１（リオ＋２０）及び事業２（日ASEAN友好協力４０周年事業）の際のイベントの
企画・運営

45 事業１：３
社、事業２：

企画競争

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

8

9

C.

D.

10 県庁職員Ｉ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際のイベントへの出演 0.3 随意契約 －

9 県庁職員Ｈ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際のイベントへの出演 0.3 随意契約 －

8 県庁職員Ｇ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際のイベントへの出演 0.3 随意契約 －

7 県庁職員Ｆ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際のイベントへの出演 0.3 随意契約 －

6 県庁職員Ｅ リオ＋２０の際のイベントへの出演 1 随意契約 －

5 県庁職員Ｄ リオ＋２０の際のイベントへの出演 1 随意契約 －

4 県庁職員Ｃ リオ＋２０の際のイベントへの出演 1 随意契約 －

3 県庁職員Ｂ リオ＋２０の際のイベントへの出演 1 随意契約 －

2 県庁職員Ａ リオ＋２０の際のイベントへの出演 1 随意契約 －

1 有識者Ａ リオ＋２０の際のセミナーにおける講演 2 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本省職員Ａ リオへの出張（行事の全体監督） 2 随意契約 －

2 本省省員Ｂ リオへの出張（行事の連絡調整等） 1 随意契約 －

3 本省職員Ｃ リオへの出張（行事の連絡調整等） 1 随意契約 －

4 本省職員Ｄ 0.2 随意契約 －

5 本省職員Ｅ ジャカルタへの出張（行事の連絡調整等） 0.2 随意契約 －

6

7

8

9

ジャカルタへの出張（行事の連絡調整等）

10

9

10

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 県庁職員Ｉ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際のイベントへの出演 0.3 随意契約 －



E.

10

8

9

7

6

5

4 通訳者Ｄ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際の出演者通訳 0.04 随意契約 －

3 通訳者Ｃ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際の出演者通訳 0.04 随意契約 －

2 通訳者Ｂ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際の出演者通訳 0.04 随意契約 －

1 通訳者Ａ 日ＡＳＥＡＮ友好協力４０周年事業の際の出演者通訳 0.1 随意契約 －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


